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要 旨 

宮城県仙台市内の丘陵地を造成した住宅地では，

平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋地震（Ｍ9.0；

以下，「東北地方太平洋沖地震」という．）により

宅地盛土に変状が生じ，宅地や住家に被害を与え

た．1978 年宮城県沖地震でも被害が生じた緑ヶ丘

地区（約 1.2km2）の現地で，東北地方太平洋沖地

震による地表の変状・非変状地点の分布を調査し

た．その結果，元の地形の地表面の傾斜角が 32°

までのクラスでは，盛土分布域の変状地点数（１

ha 当たり）は，比較的多いことが判った．また，

他の研究で滑動的変動が生じたと判断されている

代表的な８箇所の盛土を対象とし，既往の３つの

内陸型地震を教師データに利用した統計的側部抵

抗モデルで安全性評価指数を計算した．その結果，

使用した変数では盛土の安全性をやや高く見積も

っている可能性があるが，今後，海溝型地震に伴

って盛土で滑動的変動が生じる可能性を判断でき

ることが示唆された．ところで，電子基準点「仙

台」の地殻変動による著しい変位は東向きを示し

たが，盛土変動域における変状地点の斜面方位に

ついては東向きの偏りは弱く，また，その１秒間

隔の変位から計算した８方位ごとの加速度につい

ても，変状地点の斜面方位の偏りと明瞭な関連を

見出せなかった．むしろ，主尾根とその両翼から

なる丘陵地の斜面の大局的な向きと関連すること

が強く示唆される．  

 

１． はじめに 

平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋

沖地震によって，宮城県仙台市内の丘陵地の宅地

盛土に地すべり性地表変動が生じた．そして，そ

の変動によって，宅地や住家に被害が及んでいる

ことが報じられた（河北新報，2011）． 

本稿では，被害地区の１つである緑ヶ丘地区（図

－１）で現地調査を行ったので，その結果を報告

する．また，地表変動の地形的特徴を定量的に把

握するとともに，東北地方太平洋沖地震による変

動とは独立に，既存の変動予測システムを用いて

現地の宅地盛土の安全性評価指数を計算した．さ

らに，盛土の変動と地殻変動の関わりを調べたの

で，それらの結果を報告する． 

 

２．対象地区 

図－１に示す緑ヶ丘地区は，1978 年の宮城県沖 

地震でも宅地盛土に地表変動が生じた（東北大学

理学部地質古生物学教室, 1979）丘陵地の１つで

あった．当時の被害状況について，田村ほか（1978）

は，盛土と切土の境界部付近で全壊した家屋が多

いことを述べた．また，小林ほか（1980）は地形・

地質的な特徴から報告を行い，盛土の厚さが厚い

ほど家屋の全壊率が高いことを報告した． 

図－２(a)は 1953 年に地理調査所（国土地理院

の前身）が作成した対象地区の 1/10,000 地形図，

(b)は 1978年に国土地理院が作成した1/2,500国

土基本図である（小林ほか，1980 を編集）．これ

らの図は，同範囲を示すように縮尺が調整されて

いる．(a)を見ると，丘陵の主尾根は北西－南東方

向に伸びている． 

図－２(b)の「緑ヶ丘一丁目」のすぐ西に相当す

る場所は，(a)の地点①を見ると標高 85ｍ付近に

谷頭を有し，東南東に向いて流下（渓床の傾斜：

約 7°）する谷に当たる．谷中には，ガリの表記

が認められる．この谷は，標高 55ｍ付近で流向を

南東に転じ，以後は(a)の南東隅（標高 25ｍ）に

達する（渓床の傾斜：約 8°）．その谷幅は，30～

40ｍである．「緑ヶ丘三丁目」のすぐ南に相当する 

 

図－１ 対象地区 

(a)～(f)は，図－５に示した写真の撮影地点． 
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図－２ 対象地区における新旧地形図の比較（小林ほか，1980 を編集） 

 

場所は，(a)の地点②を見ると標高 107ｍの三角点

の北側に斜面崩壊の痕跡が読図され，その場所を

谷頭とする流路が北東に向いている．標高 100ｍ

から 25ｍまでの渓床の傾斜角は 17°，谷幅は 20

ｍである． 

図－２(b)の「緑ヶ丘三丁目」の北西には，(a) 

を見ると地点③に示すように，二ッ沢支流の不動

沢がある．「動」の字の南東 100ｍ付近の緩斜面は

切り取られて平坦化され，現在ではゴルフ練習場

となっている．不動沢の谷頭部は，主尾根の北東

側，標高 85ｍ付近に位置する．標高 75ｍまでは西

南西から東北東に流下し，その谷幅は 30ｍ程度，

渓床の傾斜は約 9°である．流路は，標高 75ｍか

ら東南東に転じ，渓床の傾斜は約 7°，谷幅は 70

ｍでより広く，浅い横断面となる．標高 60ｍから

は北東に向かって流下し，渓床の傾斜は約 4°で

ある．ただし，標高 50ｍ付近の谷幅は約 20ｍなの

で上流と比較すると狭い．この谷は，標高 40ｍ付

近で二ッ沢に合流する． 

図－２(b)の「緑ヶ丘四丁目」に相当する場所は，

(a)の地点④を見ると対象地区の北西隅の標高 85

ｍ付近から東南東の向きに流下する谷であり，標

高 65ｍ付近までは渓床の傾斜角は 5°，谷幅は約

20m である．標高 60～50ｍになると渓床の傾斜角

は 2°とより緩くなり，谷幅は標高 55ｍ付近で 40

ｍとより広くなる．この谷は，標高 40ｍ付近で二

ッ沢に合流する． 

 

３．方法 

３．１ 現地調査 

 2011 年３月 20 日と４月５日の両日に現地を調

査し，道路のアスファルト舗装面の損壊や斜面の

変状を手掛かりに，調査地点で「変状」「非変状」

を判別した．本来であれば，東北大学理学部地質

古生物学教室（1979）の Fig.25 のように，亀裂や

滑落崖を詳細にマッピングして変動土塊の分布を

把握すべきであるが，舗装面の損壊の復旧が速や

かに進捗していたため，その痕跡をなるべく多く

記録に留めるため，自動車で移動して対象地区の

なるべく広い範囲を調査するように努めた．した

がって，亀裂の開口幅や隆膨に伴う舗装面の短縮

長を逐一，現地で計測しておらず，その亀裂が盛

土の滑動的変動（元の地表面と盛土の境界をすべ

り面とする全層的な変動）に伴うものか，それと

も盛土表層の側方流動的な変状に伴うものか，現

地で判断していない． 

 なお，対象地区では図－３の赤破線で囲んだ範

囲が，1978 年宮城県沖地震による被害を受けて，

地すべり防止区域に指定されている． 

 

３．２ 盛土・切土分布図の作成 

 1956 年の５ｍグリッド数値地形モデル（Digit- 

図－３ 対象地区の地すべり防止区域 
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al Elevation Model: DEM，以下，「1956 年 DEM」

という．）と2000年の5ｍグリッドDEM（以下，「2000

年 DEM」という．）を利用し，2000 年 DEM から 1956

年 DEM を引いて盛土・切土分布図を作成した．そ

の作成にあたっては，盛土厚が厚いほど赤が濃く，

切土厚が厚いほど青が濃いように図を表現した．

1956 年 DEM については，1956 年に米軍が撮影した

1/20,000 空中写真に基づき写真測量で 10ｍ間隔

の等高線データが作成され，そのデータから生成

されたものである．2000 年 DEM については，2000

年に作成された仙台市の数値地図データの 10ｍ

間隔等高線データから生成されたものである． 

 

３．３ 現地調査の結果と盛土・切土分布図等の

重ね合わせ 

 現地で観察された変状地点を盛土・切土分布図

と重ね合わせて，変状と盛土の厚さの関係を調べ

るとともに，1956 年 DEM を使って元の地表面の傾

斜角の関係も調べた．また，盛土分布域における

変状・非変状地点を 2000 年 DEM から計算した斜面

方位（斜面が面している８方位の向き）と重ね合

わせて，変状・非変状と盛土の斜面方位の関係を

調べた．これは，内陸直下型地震の 2005 年パキス

タン北部地震（Ｍ7.6）を対象に，Sato et al.(2007)

が地殻変動の向きと一致した斜面方位に斜面崩壊

が多発したこと明らかにしたことを受け，東北地

方太平洋沖地震によるの地殻変動の向きと盛土の

斜面方位が盛土の変状とどのように関わるか調べ

る意図がある． 

 

３．４ 統計的側部抵抗モデルによる評価 

本稿では，地形情報から盛土の相対的な安全性

を評価できるシステム（国土交通省，2010）を使

い，このシステムに実装されている「統計的側部

抵抗モデル」で対象地区の宅地盛土の滑動的変動

の安全性の大小を計算した．このモデルでは，既

往の３つの内陸地震（1995 年兵庫県南部地震，

2004 年新潟県中越地震，2007 年新潟県中越沖地

震）に伴い滑動的に変動した宅地盛土の事例を教

師データとして，任意の地区における宅地盛土の

滑動的変動の相対的な安全性を，一次近似的に評

価可能である．具体的には，盛土の滑動力に対す

る盛土と元の地表面（地山）の間の抵抗力の比，

すなわち安全性評価指数（中埜，2011）でその安

全性を定量的に見積れる．またこのモデルは，そ

の抵抗力として盛土側方の抵抗力を考慮した太

田・榎田（2006）の「側方抵抗モデル」に基づい

て構築されている． 

この指数を計算するには対象とする宅地盛土の

形状（盛土幅，盛土厚，盛土長，地山の傾斜）が

必要であり，図－４に示すように盛土が直方体の

形状に単純化される（中埜・小荒井，2009）．また，

それらの値に基づいて，盛土の形状のほか，地下

水の有無（底面の過剰間隙水圧）を考慮する．以

下，安全性評価指数を Is，滑動力を T（kN），抵

抗力を R（kN）とし，その計算式を示す． 

 

Is＝ R／T                             (1) 
T ＝ (Wt)sinθ＋(Wt)(kh)cosθ            (2) 
R ＝ RS＋Rb－(Wt)(kh)sinθtanφ’2        (3) 

 
(2)式と(3)式でWtは盛土の重量（kN）であり， 

 

Wt＝νtVt                            (4) 

 

である．(4)式の右辺でνtは盛土の単位体積重量

(kN/m3)である．またVtは盛土の体積(m3)であり， 
 

Vt＝(2/3)AD または Vt＝(2/3)WLD   (5) 
 
である．Aは地図上で計測される盛土面積(m2)，

Dは盛土の厚さ(m)，Lは盛土全体の水平長さ（ま

たは単位長さ）(m)，Wは盛土の幅(m)である．  
 (2)式と(3)式で，khは水平震度（無次元）であ

り，本モデルでは0.25としている（震動の方位の

偏りは考慮されていない）．θは地山の傾斜角（盛

土の底面傾斜角）であり，このシステムでは盛土

全体の水平長さLの1/2を中心とし，その地点から

盛土上端・下端の向きへそれぞれ1/4Lの距離の地

点における元の地表面の標高の比高を利用して盛

土ごとに計算している． 
 さらに，(3)式でRSは側方抵抗力（kN），Rbは

底面抵抗力（kN）であり，それぞれ 

 
Rs＝ c'1As＋Ptanφ’1                           (6) 

 

図－４ 盛土の形状（中埜・小荒井，2009） 
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Rb＝ c'2Ab＋(Wt－Ub－Us)cosθtanφ’2     (7) 
 

で計算される．(6)式と(7)式の右辺で，前述以外

の変数を以下に示す． 

 

c'1，c'2 ：側面及び底面の粘着力（kN/m2） 
φ'1，φ'2 ：側面及び底面の内部摩擦角（°） 
As＝2DL ：側面積（m2） 
P＝K(γt)D2L ：側方土圧（kN） 
K ：側方土圧係数 
Ab＝At／cosθ  ：底面積(m2) 
At＝Vt／D ：換算平面積(m2) 
Ub＝(γw)uAt ：底面水圧(kN) 
Us＝(γw)(us)At ：過剰間隙水圧(kN) 
us ：過剰間隙水圧の水位高さ(m) 
 
γwは水の単位体積重量(kN/m3)であり，uは地

下水の高さ(m)，u＝D－WLである．WLは盛土表

面から地下水の水面までの高さであるが，対象地

区の地下水に関わる観測値は得られなかったので，

1995年兵庫県南部地震による宅地盛土における観

測値から得られた釜井・守随（2002）の経験式， 
 
WL＝0.1394θ＋1.3046                 (8) 
 

を用いて計算している． 
(7)式で，Wt－Ub－Us＜0 のときは，Wt－Ub

－Us＝0とする．このとき，c'2＝0(kN/m2)なので

底面抵抗力Rb＝0となる．側面に作用する水圧は

実際の谷が矩形ではないので無視した． 
統計的側部抵抗モデルでは通常の力学モデルと

は異なり，地盤強度等の未知の変数には既往の３

つの内陸地震の事例を最もよく説明できるように

試行計算された最適フィッティング値が固定値と

して代入される．そこで，本稿では太田・榎田

（2006）が提案した固定値を参考にしつつ，中埜

（2011）が示した表－１の変数（教師データにお

いて，滑動的変動盛土の正答率ができるだけ高く

なるように設定した変数）を対象地区に適用した． 

 

４．結果 

４．１ 現地調査の結果 

現地の写真を，図－５の(a)～(f)に示す（撮影

地点を図－１に示す）．図－５(a)は，図－２(a)

の②の谷の谷頭部（当時，標高 85ｍ）付近に相当

し，図－５(b)は図－５(a)の斜面下部における，

圧縮性の変状（アスファルト舗装面の短縮）を示

す．図－５(c)は，図－２(a)の①の谷の中（当時，

標高 40ｍ前後）に位置するが，変状は認められな

い． 

図－５(d)と(e)は，図－２(a)の④の谷の下部に  

 
 

 
図－５ 対象地区における地すべり性地表変動の状況 

 

表－１ 入力用の変数（中埜，2011 に加筆） 

変数 値 

us：過剰間隙水圧の高さ (m) 4.5 

γw：水の単位重量 (kN/m3) 9.8 

νt：土塊の単位体積重量 (kN/m3) 18.0 

c'1：側面粘着力 (kN/m2) 25.0 

φ'1：側面内部摩擦角 (°) 35.0 

c'2：底面粘着力 (kN/m2) 0.0 

φ'2：底面内部摩擦角 (°) 36.0 

K：側方土圧係数 0.5 

kh：水平震度 0.25 
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相当する．図－５(d)では右側のカーポートの手前，

三角コーンの立っている道路でアスファルトが剥

がされ片づけられていた．図－５(e)は，(d)のカ

ーポートが写るように斜面下部から撮影現場を見

通したときの路面の変動の状況である．平らなカ

ーポート床面よりも向こうの道路が盛り上がって

いる．図―５(f)は，図－２の④の谷の最下部に位

置しており，圧縮性の変状が認められ，塀にはは

らみ出しが見られた． 

 

４．２ 現地調査の結果と盛土・切土分布図の関

係 

図－６に，現地で観察された変状（黒点）・非

変状（星印）の地点（それぞれ 77 地点・85 地点）

を盛土分布域（プラス，暖色）・切土分布域（マ

イナス，寒色）と重ね合わせた結果を示す．この

うち，盛土分布域に位置する変状・非変状地点数

はそれぞれ 73 地点・43 地点だった．なお，図－

５の各写真は，盛土分布域で撮影されている． 

図－５(c)は，盛土分布域における非変状地点

であるが，この地点は地すべり防止区域のうち図

－３の空色で着色した範囲に相当する．この区域

では 1978 年の宮城県沖地震の被害を受けて設置

された集水井や多列鋼管杭による地すべり防止

工（釜井ほか, 2011）が効を奏している可能性が

ある．しかし，図－３の橙色の範囲（緑ヶ丘三丁

目）では対策は施されていたものの，表層で変状

が生じたことが何に起因するかは不明とされて

いる（釜井ほか，2011）． 

図－７(a)は，盛土の厚さと盛土分布域における

変状地点（73 地点）の関係を示したグラフである．

ただし，地点数を厚さに応じた各クラスの面積で

割って正規化し，１ha 当たりの地点数を示す．盛

土厚が厚いほど，その変状地点数は増加の傾向の

あることが判った．図－７(b)には，その変状地点

の数を1956年DEMから計算した傾斜角の各クラス

に応じて示した．32°までは元の地形の地表面の

傾斜角がより急なクラスでその変状地点数が比較

的多い傾向のあることが判った．これらの傾向は，

対象地区における 1978 年の宮城県沖地震のとき

にも報告されている（村山, 2008）． 

図－７(b)で傾斜角が緩やかな地点でも変状が

生じているのは，盛土が元の地形の谷の流下する

向きに沿って滑動的変動をした場合，盛土のうち

谷軸から離れて緩やかであっても，その変動に引

きずられるようにして盛土の表面に変状が生じた

ためと考えられる． 

 

４．３ 2000 年 DEM を用いた斜面方位と変状・

非変状地点の関係 

図－８は，2000 年 DEM から計算された斜面方

位を用いて，盛土分布域に位置する変状・非変状

の地点数（1ha 当たり）を８方位別に調べた結果

である．変状地点の方位の偏りは北東―南西の方 

 

 
図－６ 盛土・切土分布図と調査地点の重ね合わせ 

●：変状地点．地表や路面・擁壁の変状あるいはブロック塀等の倒壊が見られた地点，☆：非変状地点．そのような変状

や倒壊が見られなかった地点．背景図には国土地理院の基盤地図情報 2500 を利用（佐藤・中埜，2011）．
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向に，非変状地点の方位の偏りは北西－南東方向

に見られた．これは元の地形が，北西－南東方向

に伸びる主尾根とその両翼からなるという，斜面

の大局的な向きと関連することが強く示唆され

る．ただし，前述のとおり，変状地点には，盛土

の滑動的変動に伴って生じた二次的な変状を含

んでいる可能性があり，必ずしもその全ての変状

が地殻変動に伴う直接的な影響を受けていると

は言い難い．非変状地点についても前述のとおり，

地すべり防止工の効果も加味すべきであって，必

ずしも地震動の方向の偏りを反映していない可

能性もある． 

図－９に，対象地区から西北西に約６km 離れ

た場所（位置は図－１の挿入図を参照）に設置さ

れている電子基準点「仙台」の変動（１秒間隔の

変位）を示した（国土地理院，2011）．地震後に

電子基準点が東向きに著しく変動しているのに

対して，図－８では変状地点が東向きに偏ってい

るとは言い難く，対象地区を見る限りでは，地殻

変動の向きと盛土分布域の変状地点の斜面方位

は，必ずしも一致しないことが判った． 

 

４．４ 統計的側部抵抗モデルによる盛土変動の

評価結果 

 統計的側部抵抗モデルで評価可能な現象は，盛

土の滑動的変動である．そこで，東北地方太平洋

沖地震により滑動的変動を示した８箇所の盛土

（釜井ほか，2011）だけを盛土分布域から抽出し

（図－10），計算された安全性評価指数を表－２に

示した．指数の値が大きいほど安定性が高く，低

いと安定性が低いことを意味する． 

この指数は相対的に捉えるべきものであるが，

仮に安全率と同様，1.0を境に変動・非変動を考え

ると，対象地区の盛土の安全性をやや高く見積も

っている可能性はある．これは，利用した表－１

の変数に与えられた値が，教師データにおける滑

動的変動盛土の正答率を100％となるように調整

されているためと考えられる． 

 

５．考察 

盛土の変動は，この地域の大局的な地形（斜面

方位）と関係して発生している可能性があるが，

内陸直下型地震であった2005年パキスタン北部地

震とは異なり，電子基準点の変位データから把握

される地殻変動の向きは，海溝型地震である東北

地方太平洋沖地震の場合ではほとんど関係がない． 
ところで，内陸直下型の1994年ノースリッジ地

震（Ｍ6.7）で生じた斜面崩壊の斜面の南西向きの

偏りが，0.04秒でサンプリングされた地震動のデ

ータに基づく最大加速度の南西向きの偏りと一致

していた（Sato, 2009）ことを受けて，図－９の

電子基準点の１秒間隔の変位から求められる比較

的長周期の最大加速度を図－11のとおり８方位別

に調べた．ただし，都内の地震動観測点において，

2005年８月16日の宮城県沖を震源とする地震（Ｍ

7.2; 震央距離338km）のとき，盛土における地震

動の固有周期（フーリエスペクトルのピーク周期） 

 

図－７ 盛土の厚さと 1956 年 DEM の傾斜角に応じ

た盛土分布域における変状地点数（1ha 当

たり地点数；佐藤・中埜，2011 を修正） 
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図－８ 2000 年 DEM の斜面方位に応じた盛土分布

域における変状・非変状地点数（1ha 当た

り地点数；佐藤・中埜，2011 を修正） 
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図－９ 電子基準点「仙台」の１秒間隔の変動 

地震発生（14 時 46 分 18 秒以前の 18 秒と以後４分間の位置を示す．14 時を省略し，46 分 18 秒を 46:18 などと記載． 

 
 

表－２ 滑動的変動の盛土の安全性評価指数の計算結果（中埜, 2011 に加筆） 

盛土名 
1. 緑ヶ丘

3 丁目① 

2. 緑ヶ丘

3 丁目② 

3. 緑ヶ丘

4 丁目 

4. 青山 1

丁目下部 

5. 青山 1

丁目中部 

6. 恵和町

下部 

7. 恵和町

中部 

8. 恵和町

上部 

Is 0.97 1.27 0.36 0.53 1.25 0.99 1.22 1.09 

元の地形の谷の 

流下の向き 
NE～ENE NE N NE NE E S SSE 

 

 

 
図－10 表－２に示した盛土（滑動的変動をした盛土）の分布（中埜，2011 に加筆） 

背景図には国土地理院の基盤地図情報 2500 を利用．盛土に附した番号は表－２の盛土名に附した番号と一致． 

 

 

が約0.5秒であった例もある（釜井, 2011）ことか

ら，必ずしも長周期の加速度を議論するのは適切

ではない可能性もある． 

図－11では図の表現の都合上，14時48分7秒前後

に生じた西向きの加速度0.39 m/s2を省略している．

表－２では，滑動的変動盛土の谷の流下の向きが

北～東に偏っているが，図－11を見てもそれらの

向きに加速度が比較的大きかったということは言

えない．８方位別の加速度の時間変化とそれを方

位別に時間で積分した速度を，それぞれ図－12，

図－13のとおり調べた．しかし，これらの結果は

滑動的変動盛土の元の地形の谷軸方向とは相関を

示さない．すなわち，東北地方太平洋沖地震によ

る対象地区の滑動的変動盛土は，１秒間隔の変位 
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データから計算された地殻変動に伴う最大加速度

の向きや加速度を積分した速度で支配されるもの

ではなく，斜面の大局的な向きや盛土の形状によ

る効果が大きいことが判った． 
また，統計的側部抵抗モデルによる評価結果は，

今回用いた変数では安全性を高く見積もってい

る可能性があるが，中埜（2011）では，別の変数

（変動盛土と非変動盛土の正答率の和が最大と

なる変数）でより良い結果が得られており，内陸

直下型地震と海溝型地震で最適変数が異なる可

能性を示唆している． 
 

６．おわりに 

現地で地表の変状・非変状を確認するとともに，

盛土分布域の変状地点が，DEM から求められる盛

土の厚さや傾斜角，斜面方位とどのように関わっ

ているのか明らかにした．また，電子基準点の１

秒間隔から得られる変位の向きと変状の関わり

を調べた．さらに，他の研究によって明らかにな

っている８箇所の滑動的変動盛土を対象として

統計的側部抵抗モデルを適用し，安全性評価指数 

を計算して，今後，東北地方太平洋沖地震のよう

に海溝型地震が生じたときの盛土の滑動的変動

が生じる可能性を見積もれることが示唆された． 

本稿は，東北地方太平洋沖地震によって各地で

被害が生じた宅地盛土のうち，１地区の現地調査

の結果を使った限定的な議論に留まっているので，

今後，各地の盛土における地表の変状や滑動的変

動の結果を加味していけば，本稿とは異なる結論

が導かれる可能性もある． 
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図－13 図－12の加速度を方位別に時間で積分した

値（速度） 
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図－11 図－９から計算した方位別最大加速度 

 

 

図―12 図―９から計算した8方位別の加速度の時

間変化（西向きの 0.39m/s2を省略） 

  横軸の 0 は，14 時 46 分 0 秒である． 
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